
※各省から収集した情報を取りまとめたものであり、今後変更がありうる。

種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

1 立地 経産省 原子力

原子力発電施設
等周辺地域大規
模工業基地企業
立地促進事業費
補助金

原子力発電施設等の周辺地域に
整備された 5,000ha以上の大規模
工業基地内に交付要件を満たした
企業が立地する際、用地の取得に
要する費用の一部を補助する。

0.6

2 立地 経産省

原子力
火力

一般水力
地熱

電源地域工業団
地造成利子補給
金

地方公共団体等が、電源地域にお
ける工業団地の造成等に要する資
金に充てるために調達した借入金
等について、その利子支払額の一
部を補助する。

0.02

3 立地 経産省

原子力
火力

一般水力
地熱

電源地域産業関
連施設等整備費
補助金

電源地域のうち、企業立地促進法
に基づき国の同意を受けた「基本
計画」の対象地域において、地方
公共団体等が産業関連施設等を
整備する事業に対し、事業費の一
部補助を行う。

0.95

4 立地 文科省 原子力
電源地域産業育
成支援補助金

本制度の対象となる（独）日本原子
力研究開発機構の原子力発電施
設等の設置が行われている市町村
等における、一般社団法人又は一
般財団法人が実施する産業育成
事業に対する補助金を交付する。

1

5 立地 文科省 原子力
電源地域振興促
進事業費補助金

　(独)日本原子力研究開発機構の
原子力発電施設等の所在する都
道府県に対し、当該都道府県内に
おける科学技術振興のための試験
研究及び基盤整備事業を支援する
ための補助金（補助金額は補助要
綱において規定）を交付する

19

6 立地 経産省

原子力
火力

一般水力
地熱

電源立地地域対
策交付金

発電用施設等の設置及び運転の
円滑化を図るため、地方公共団体
が実施する事業に対して交付金を
交付。

1110.2

7 立地 文科省 原子力
電源立地地域対
策交付金

発電用施設等の設置及び運転の
円滑化を図るため、地方公共団体
が実施する事業に対して交付金を
交付。

78

8 立地 経産省 原子力
原子力発電施設
等立地地域特別
交付金

原子力発電施設等の設置及び運
転の円滑化に特に必要と認められ
る場合において都道府県等に対し
て交付金を交付。

19

発電に関する政策経費の一覧
　（平成２３年度予算）

資料４（１）－２ 
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省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

9 立地 経産省 原子力
原子力発電施設
立地地域共生交
付金

運転年数が30年を経過している原
子力発電施設が所在している都道
府県に対して交付金を交付。

30

10 立地 経産省 原子力
核燃料サイクル
交付金

核燃料サイクル施設の立地やプル
サーマルの実施又はこれらが見込
まれる都道府県に対して交付金を
交付。

61

11 立地 経産省

原子力
火力

一般水力
地熱

交付金事務等交
付金

電源立地地域交付金等の間接交
付事務に要する費用等に充てるた
め都道府県に交付金を交付。

0.76

12 立地 文科省 原子力
交付金事務等交
付金

電源立地地域交付金等の間接交
付事務に要する費用等に充てるた
め都道府県に交付金を交付。

0.03

13 立地 経産省

原子力
火力

一般水力
地熱

電源地域振興特
別融資促進事業
費補助金

日本政策投資銀行等が電源地域
に立地する企業に行う低利融資に
対し、利子補給相当の補助金を交
付（19年度で新規融資終了）。

2.2

14 立地 経産省 原子力

原子力発電施設
等周辺地域企業
立地支援事業費
補助金

原子力発電施設等の周辺地域で、
雇用を生む新増設を行った企業に
対し、実質的な電気料金の割引と
なる補助金を8年間交付。

64

15 立地 経産省 原子力
人件費・管理費
（立地）

独立行政法人原子力安全基盤機
構（ＪＮＥＳ）が行う電源立地対策の
事業に係る人件費及び管理費を支
出。

39.3

16 立地 文科省 原子力
原子力発電施設
等安全対策等研
修事業費補助金

　原子力発電施設等が設置されて
いる都道府県が実施する原子力関
連基礎知識に関する研修及び地元
企業に対する原子力関連分野にお
ける技術レベルの向上を図るため
の研修事業に対する補助を行う。

1

17 立地 文科省 原子力

放射線利用・原
子力基盤技術試
験研究推移交付
金

原子力発電施設等の所在している
都道府県の計画と申請に基づき、
当該都道府県における放射線利
用・原子力基盤技術試験研究事業
に係る施設等整備等事業、設備等
整備等事業、試験研究事業及び人
材育成事業に充てるための交付金
（交付金額は交付規則において規
定）を交付。

10
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種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

18 立地 文科省 原子力
放射線監視等交
付金

地方公共団体（原子力発電施設等
立地・隣接道府県（19道府県））に
おける①環境放射線監視を行うた
めに必要な施設等の整備、②原子
力発電施設等の周辺における環境
放射線の調査、等を実施するため
の交付金を交付する。

50

19 立地 文科省 原子力
高速増殖炉サイ
クル技術研究開
発推進交付金

高速増殖炉の研究開発施設が所
在している市町村等が実施する研
究機関等集積活用事業、人材育成
促進事業及びこれらの事業の実施
又は推進のための基盤整備事業
に必要となる費用に充てるための
交付金（交付金額は交付規則にお
いて規定）を交付する。

16

20 防災 経産省 原子力
原子力発電施設
等緊急時安全対
策交付金

地方公共団体が実施する防災資
機材・施設の整備、訓練の実施等
原子力防災の取組に必要な費用を
交付。

25.9

21 防災 文科省 原子力
原子力発電施設
等緊急時安全対
策交付金

地方公共団体（原子力発電施設等
立地・隣接道府県（19道府県））が
必要とする①地方公共団体と緊急
事態応急対策拠点施設等を結ぶ
専用回線の維持管理等、②防護
服、サーベイメータ等原子力防災
に係る資機材整備、③防災業務関
係者の知識の習得のための研修
参加等に必要な経費及び④緊急
事態応急対策拠点施設の維持管
理、等の費用について交付金を交
付する。

6

22 防災 経産省 原子力
原子力発電施設
等緊急時対策技
術等

原子力防災体制の実効性の向上
を図るため、独立行政法人原子力
安全基盤機構が実施する原子力
災害に係る緊急時対策支援システ
ム整備等の原子力防災体制整備
等に必要な費用を交付。

29.9

23 防災 経産省 原子力
広報・安全等対
策交付金

原子力施設の立地及び立地予定
の道県に対し、自治体が行う原子
力に関する広聴・広報活動に要す
る費用等に充てる交付金を交付。

11.5
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種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

24
広報（周
辺地域） 文科省 原子力

広報・安全等対
策交付金

制度の対象となる（独）日本原子力
研究開発機構の原子力発電施設
等に関して、当該施設の所在する
地方自治体等が実施する広報活
動、原子力広報研修施設整備事
業、安全性に関する調査及び関係
機関等との連絡調整に要する費用
に充てるため、当該施設のサイト数
等により算定される交付金額（交付
金額は交付規則において規定）を
交付。

2

25 防災 文科省 原子力
緊急時対策総合
支援システム調
査等委託費

①原子力発電施設等周辺の緊急
時対策について緊急被ばく医療に
関する総合的な調査を行い、各地
方公共団体や防災関係機関が行う
緊急被ばく医療体制の実効性向上
を図るための調査、②原子力防災
対策における防護対策の実施に係
る支援をより効果的に実施するた
め、緊急時迅速放射能影響予測
ネットワークシステム、緊急時モニ
タリング技術等について調査、③原
子力防災体制の実効性を高め、災
害応急対策の向上に資するため、
原子力災害対策特別措置法に基
づく原子力防災訓練の状況や事後
対策訓練等の状況について調査、
を実施する。

12

26 防災 文科省 原子力
原子力関係研修
事業等委託費

①原子力災害発生時の防災対策
を迅速かつ適切に行うため、地方
公共団体職員、地元消防等の防災
業務関係者への研修、②原子力災
害発生時に被ばく患者の診療・搬
送等を適切に行うための緊急被ば
く医療関係者への研修、③平時か
ら環境放射能調査を適切に行うた
めの地方公共団体の実務担当者
への放射能分析に係る技術研修、
を実施する。

6

27
広報（周
辺地域） 経産省 原子力 個別地点広報

福島県を中心に住民の不安軽減・
解消や風評被害防止のための放
射線に関する正しい知識の普及を
重点的に実施。

1.7

28
広報（周
辺地域） 経産省 原子力

核燃料サイクル
施設立地広報事
業

核燃料サイクル施設の立地地域
（立地県、立地市町村等）を始めと
する国民との信頼関係を維持・強
化し、相互理解を深めるため、放射
線に関する正しい知識の普及に重
点を置く広報を実施。

3.8

4



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

29
広報（周
辺地域） 経産省 原子力

原子力安全規制
情報広聴・広報
事業委託費

原子力施設立地地域住民等に対し
て原子力安全に関する分かりやす
い広聴、広報活動を実施。

2.2

30
広報（周
辺地域） 経産省 原子力

原子力保安検査
官等訓練設備整
備事業委託費

原子力保安検査官等の能力向上
のため、訓練設備を設置する施設
の賃借、維持・管理業務等及び同
設備を利用した訓練の実施。

1.2

31
広報（全

国） 経産省 全電源
総合エネルギー
広聴・広報・教育
事業

電源立地を円滑に推進するため､
国民各層に対し､エネルギー全般
に関する幅広い広聴･広報･教育活
動を実施｡

2.3

32
広報（全

国） 経産省 原子力
国際原子力機関
拠出金

ＩＡＥＡへの特別拠出を通じ、我が国
が派遣するコスト・フリー・エキス
パートを中心として、セミナーや
ワークショップの開催、ＩＡＥＡやそ
れ以外の国際的な専門家グループ
によるレビューミッションの派遣等
を行い、原子力平和利用に関する
正しい知識の取得、そのためのコ
ミュニケーションスキルの向上、基
盤整備支援、関連する各種ガイダ
ンス図書の体系的整備等を行う。

1.0

33
広報（全

国） 文科省 原子力
国際原子力機関
拠出金

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）にて実施
されている「原子力研究開発利用
に関する安全性の調査及び評価」
プロジェクトについて特別拠出金を
拠出し、各国の原子力施設等につ
いて、保障措置の観点から安全に
関する調査及び評価を実施する。

1

34
広報（全

国） 経産省 原子力 全国広報

広く国民に対し不安軽減・解消や
風評被害防止のための放射線に
関する正しい知識の普及を重点的
に実施。

3.1

35
広報（全

国） 経産省 原子力
放射性廃棄物等
広報事業

地層処分事業推進のため、相互理
解促進のための広報活動を実施。

3.8

36
広報（全

国） 経産省 原子力
地層処分概念理
解促進事業

地層処分の安全性等の理解促進
を図るため、バーチャルリアリティ
技術を活用した可視化シミュレー
ションツールを構築。

0.2

5



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

37
広報（全

国） 経産省 原子力
地層処分実規模
設備整備等事業

地層処分への理解促進を図るた
め、地層処分概念とその工学的な
実現性や長期的な挙動等を実感・
理解できる実証設備を整備。

1.3

38
広報（全

国） 経産省 原子力
深地層研究施設
整備促進補助金

地層処分の研究において重要な深
地層研究施設の地元の理解を促
進するため、施設を活用した学術
研究に補助。

4.0

39
広報（全

国） 経産省 原子力
国際原子力機関
原子力発電所等
安全対策拠出金

IAEAが行うアジアの原子力発電安
全に関する情報共有、事故時の海
外通報能力向上策の検討、耐震安
全評価、新規導入国への安全向上
支援を各国が協力して行うための
検討等の事業に拠出。

1.9

40
広報（全

国） 経産省 原子力
経済協力開発機
構原子力機関拠
出金

経済協力開発機構原子力機関に
おける、原子力発電、核燃料サイク
ル、放射性廃棄物、原子力安全規
制等の国際的に取り組むべき共通
の課題へ参画するための分担金と
して拠出。

0.5

41
広報（全

国） 文科省 原子力
経済協力開発機
構原子力機関拠
出金

経済協力開発機構原子力機関
（OECD/NEA）にて実施されている
以下のプロジェクトについて特別拠
出金を拠出する
Ⅰ．核燃料サイクル試験施設広報
方策の検討・作成
各国の研究状況等を把握し、今後
必要とされる試験・研究施設等に
関する情報を取りまとめる。
Ⅱ．放射線による障害の防止に関
する調査
先進国において蓄積された放射線
に関する知見等の調査・検討評価
を行う。
Ⅲ．経済協力開発機構原子力機関
供出金
OECD/NEAにおける14の活動分野
のうち、我が国の原子力政策・電源
立地対策に合致する10分野の調
査・検討を行う。

1

42
広報（全

国） 経産省 原子力
原子力発電安全
基盤調査拠出金

我が国の原子力安全規制向上に
資するため、経済協力開発機構原
子力機関が行う原子力発電の高経
年化対策等の技術基盤等にかか
る調査検討の事業に拠出。

0.4

6



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

43
広報（全

国） 経産省 原子力
放射性廃棄物処
分調査等事業拠
出金

放射性廃棄物に関する我が国の
安全規制の高度化に資するため、Ｉ
ＡＥＡで実施している放射性廃棄物
の処分方法等の検討等に関する
事業及び加盟国からＩＡＥＡに通報
される事故情報等の共有を促進す
る事業に特別拠出を実施。

0.4

44
広報（全

国） 経産省 原子力
国際原子力発電
安全協力推進事
業

ＩＡＥＡ等の国際的な専門家会合等
への参画、各国原子力安全規制機
関等の活動に関する情報収集等を
行う。また、中国・ベトナム等の原
子力安全規制機関等を対象に、研
修・セミナー実施する。また、新潟
県中越沖地震が柏崎刈羽原子力
発電所に与えた影響の知見を踏ま
え、耐震安全に係る研修を実施。

1.6

45
広報（全

国） 文科省 原子力
原子力教育支援
事業委託費

　学校教育の場などでの原子力に
関する教育の取組の充実を図るた
めの教員向けセミナーの開催や簡
易放射線測定器の貸出、副読本の
提供などの事業による支援の実
施。平成23年度は、放射線等の理
解に重点化して実施。

5

46
広報（全

国） 文科省 原子力
原子力・エネル
ギー教育支援事
業交付金

　全国の各都道府県が学習指導要
領の趣旨に沿って主体的に実施す
る原子力を含めたエネルギーに関
する教育の取組に充てるための交
付金（交付金額は交付規則におい
て規定）を交付。平成23年度は、放
射線等の理解に重点化して実施。

4

47
広報（全

国） 文科省 原子力
核燃料サイクル
関係推進調整等
委託費

高速増殖炉「もんじゅ」や研究施設
等廃棄物処分に関し、個別地点を
対象とした広報対策を行うほか、全
国の国民各層を対象として様々な
メディアを活用した広報等を行う。
また、原子力やエネルギーに関す
る体験学習の場の提供や展示物
の貸出等を行うことにより、原子
力・放射線等に対する国民の理解
増進を図る。

1

48 導入支援 経産省
新エネ全

般

新エネルギー等
導入加速化支援
対策費
補助金

地方自治体または民間事業者によ
る太陽光発電その他の先進的な新
エネルギー等利用設備の導入に対
し、事業費の一部（１／２以内もしく
は１／３以内）を補助。

130
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
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種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

49 導入支援 文科省
新エネ全

般

環境を考慮した
学校施設（エコス
クール）等の整備
推進（公立学校
施設整備事業）

学校施設を教材として活用し、地域
の環境・エネルギー教育の発信拠
点とするとともに、温室効果ガスの
削減目標達成に貢献するため、エ
コスクール化（エコ改修や太陽光発
電等の新エネルギー導入など）を
推進する。

912

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

50 導入支援 経産省 太陽光
住宅用太陽光発
電導入支援対策
費補助金

住宅用太陽光発電システムを設置
する者に対して、その設置に要す
る経費の一部を補助する事業を行
う民間団体等に補助を行う。

349
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。

51 導入支援 経産省 コジェネ
ガスコージェネ
レーション推進事
業費補助金

高効率天然ガスコージェネレーショ
ンの導入に対し、事業費の一部を
補助する。

20.3
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。

52 導入支援 経産省
中小水力

地熱

中小水力・地熱
発電開発費等補
助金

水力・地熱発電は発電原価が割高
であるため、初期投資額を低減さ
せるため建設費の補助等を行い、
開発を促進。

11.8
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。

53 導入支援 経産省 一般水力
中小水力発電事
業利子補給金助
成事業

地方自治体が水力発電所の建設
に要した資金の返済利息に関し、
運転開始後に一定期間利子補給
金として助成。

1.5
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。

54 導入支援 環境省 太陽光
小規模地方公共
団体対策技術率
先導入補助事業

小規模な地方公共団体が所有する
業務用施設に、先端的な再生可能
エネルギー・省エネルギー設備を
率先的に導入する取組のうち、ＣＯ
２削減効果や普及啓発効果に優れ
たものに対して、設備費等の必要
な費用の一部を補助する。

4.1
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。

55 導入支援 環境省

太陽光
風力

小水力
燃料電池

家庭・事業者向け
エコリース促進事
業

導入に際して多額の初期投資（頭
金）を負担することが困難な家庭及
び事業者（中小企業等）を中心に、
頭金なしの「リース」という手法を活
用することによって低炭素機器（太
陽光パネル、高効率ボイラー等）の
普及促進を図る。

20

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

56 導入支援 環境省 太陽光
地球温暖化を防
ぐ学校エコ改修
事業

学校の特徴に応じた二酸化炭素削
減効果を有する省エネ改修、再エ
ネ機器導入等の最も効果的な組み
合わせに対して費用の一部を補助
する

0.1
諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
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予算額
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備考

57 導入支援 環境省
コジェネ

バイオマス
循環型社会形成
推進交付金

廃棄物の３Rを総合的に推進する
ため、市町村が定める循環型社会
形成推進地域計画に基づき実施さ
れる廃棄物処理・リサイクル施設の
整備に要する費用について交付。
廃棄物の焼却によるエネルギー回
収等により発電等の熱利用を行う
施設や、廃棄物をバイオガスに転
換し発電等の熱利用を行う施設な
どが対象。

418

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

58 導入支援 農水省 中小水力
農村地域資源等
保全推進費

農村地域における小水力等の利活
用を積極的に支援し、農業水利施
設の適切な機能発揮を図るととも
に、農村地域の新たな価値の創出
や活性化を促進する。

10

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

59 導入支援 農水省 バイオマス

農山漁村６次産
業化対策整備交
付金のうち、バイ
オマス地域利活
用整備交付金

地域で発生するバイオマス資源
を、その地域でエネルギー、製品
等へ変換し、可能な限り循環利用
する総合的な活用システムを構築
するために必要なバイオマス変換
施設・利用施設等の一体的な整備
に対する支援を行う。

21

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

60 導入支援 農水省 バイオマス

森林整備・林業
等振興整備交付
金（うち木質バイ
オマス利用促進
整備）

木質バイオマスをエネルギー又は
製品の原料として安定的かつ計画
的に利活用する施設を整備する事
業者に対し、その整備に要する経
費の一部を補助する。

16

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

61 導入支援 農水省 バイオマス

林産物供給等振興事
業費補助金（うち木造
公共建築物の整備に係
る設計段階からの技術
支援及び木造公共建築
物・木質バイオマス利活
用施設の整備資金等の
借入に係る利子助成）

木質バイオマス利活用施設の整備
資金の借入に係る利子助成を行
う。

0.4

諸元の建設費に含
まれるためカウント
しない。
＊発電に関する導入支
援は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

62 導入支援 経産省 燃料電池
民生用燃料電池
導入支援補助金

家庭用燃料電池コージェネレーショ
ンシステムの導入に対する補助を
実施。

86.7

63 資源開発 経産省 原子力
海外ウラン探鉱
支援事業補助金

JOGMECに補助金を交付し、海外
におけるウラン探鉱事業を行う民
間事業者に対してJOGMECから
1/2の助成を実施する（事業費：
1/2）とともに、JOGMECが先導的
にリスクの高い地域の調査やウラ
ン探鉱に必要なその他調査を実施
する（調査費：定額）。

9.0

スペースの関係でスペースの関係でスペースの関係でスペースの関係で「防災」に分類されてスペースの関係スペースの関係で「概要」の記述を修スペースの関係でスペースの関係でスペースの関係で事業の内容から判
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予算額
(億円)

備考

64 資源開発 経産省 原子力
濃縮ウラン輸送
経路確立実証事
業補助金

カザフスタンなど中央アジアの鉱山
から採掘されるウラン鉱石を、転
換、濃縮等の加工過程を経て、極
東地域を経由して日本まで輸送す
る新たな経路を確立するための実
証事業に対する補助を行う。

0.5

65 資源開発 経産省 石油火力

産油国等石油交流人
材育成事業、産油国
等石油関連産業基盤
整備・国際共同研究
事業及び国際石油交
流連携促進事業

産油国との友好促進・連携強化に
よる石油の安定供給の確保を目的
とし、石油精製分野における研修・
技術協力等を実施。

31

66 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

探鉱・資産買収
等出資事業出資
金

我が国企業による一層の探鉱活動
を支援するため、石油・天然ガスの
探鉱事業を行う企業に対し出資。

85

67 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

石油開発技術振
興費

我が国の資源獲得能力強化のた
め、先進的な技術開発、民間企業
技術者に対する技術研修等を実
施。

20

68 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

石油開発促進事
業費

我が国の資源獲得能力強化のた
め、基盤的研究、産油国等技術者
に対する技術研修等を実施。

47

69 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

海外地質構造調
査等事業費

海外の石油天然ガス地質構造調
査・分析、技術動向調査、探鉱デー
タベース作成等の情報支援。

25

70 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

海外石油情報収
集費

産油・産ガス国の情勢、石油天然
ガスの探鉱開発及び需給等に関す
る情報の収集、調査・分析、発信等
による情報支援。

4

71 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

国内石油天然ガ
ス基礎調査委託
費

国内石油・天然ガス資源の探鉱活
動を促進させるため、国が先導的
な探鉱活動を行い、そのポテンシャ
ルを把握。

161

72 資源開発 経産省 LNG火力
メタンハイドレート
開発促進事業委
託費

日本周辺海域に賦存が期待される
メタンハイドレートを将来のエネル
ギー資源として利用可能とするた
めの商業化に向けた技術整備。

89

73 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

国内石油天然ガ
ス開発資金利子
補給金

国内石油・天然ガス開発にあたり、
開発事業者が民間金融機関から
借り入れる金利に係る利子補給。

1
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74 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

産油国開発支援
協力事業

石油・ガス資源開発の可能性があ
る国との関係を強め、今後の資源
権益拡大に向けた人材交流や共
同研究を実施。

3

75 資源開発 経産省
石油火力
LNG火力

産油国産業協力
等事業

産油・ガス国政府からの要請等を
受け、それらの国での新たな産業
創出に貢献する人材育成支援や
技術移転を実施。

13

76 資源開発 経産省 石炭火力
石炭生産技術振
興費補助金

インドネシア等に賦存する低品位
炭の有効活用を促し、天然ガス等
のエネルギー代替を図るため、現
地適用性に優れた低品位炭ガス化
技術開発を実施する。

1.3

77 資源開発 経産省 石炭火力
産炭国石炭開
発・利用協力事
業

インドネシアに豊富に賦存する褐
炭を有効活用することにより、重油
代替、天然ガス代替を図るための
褐炭改質・転換技術の実証・普及
事業等を実施することにより、産炭
国との重層的関係強化と図る。

11.8

78 資源開発 経産省 石炭火力
産炭国石炭産業
高度化事業費補
助金

産炭国が直面している露天掘から
坑内掘への移行、深部化等の採炭
条件の悪化に対応するため、中
国、ベトナム等において、炭鉱技術
者を対象に国内受入研修や我が
国炭鉱技術者の海外派遣研修に
より、我が国が有する炭鉱技術を
移転することにより、これらの国の
石炭生産・保安技術の向上を図
り、我が国への海外炭安定供給の
確保を図る。

26

79 資源開発 経産省 石炭火力
海外炭開発可能
性調査

本邦法人等が行う海外における石
炭の探鉱又は開発に必要な調査
について、必要な資金の一部（事
業費の２／３以下）を補助すること
により、海外炭開発の促進を図る。

2.8

80 資源開発 経産省 石炭火力
海外炭開発高度
化等調査

世界の主要国の石炭需給やエネ
ルギー政策及び石炭生産国や消
費国の石炭輸送、炭鉱開発に係る
諸問題についての調査を実施する
ことにより、海外炭開発の促進を図
る。

2

81 備蓄 経産省 原子力
濃縮ウラン備蓄
対策事業補助金

日本企業が有する国内外の貯蔵
施設に一定量の濃縮ウランを確保
するため、当該濃縮ウランの購入・
輸送等にかかる借入金の利子補
給、ならびに、当該濃縮ウランの維
持・管理費用負担を国が行う。

1.0
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82 備蓄 経産省 石油火力
国家備蓄増強対
策事業費

国家備蓄石油等を購入するために
必要な費用

787

83 備蓄 経産省 石油火力
国有資産所在市
町村交付金（石
油分）

国有資産等所在市町村交付金法
に基づき、国が所有する固定資産
について、国有資産所在市町村交
付金を交付。

98

84 備蓄 経産省 石油火力
国有資産所在都
道府県交付金

国有資産等所在市町村交付金法
に基づき、国が所有する固定資産
について、国有資産所在都道府県
交付金を交付。

3

85 備蓄 経産省 石油火力
石油備蓄事業補
給金

国家備蓄石油蔵置のための民間タ
ンク（石油会社等所有）借り上げに
係る経費を石油会社等に補給

265

86 備蓄 経産省 石油火力

独立行政法人石
油天然ガス・金属
鉱物資源機構運
営費交付金（石
油備蓄事業）（石
油精製備蓄課

国家石油備蓄事業の円滑かつ効
率的な実施を図り、国際協力、事
業に必要な情報収集、効率化に資
する調査等を実施。

6

87 備蓄 経産省 石油火力
国債整理基金特
別会計へ繰入
（石油分）

国備石油購入費用等の償還及び
利払い

12,946

88 備蓄 経産省 石油火力

石油・石油ガス備
蓄増強利子補給
金
（石油分）

石油備蓄法に基づく民間備蓄義務
者の備蓄義務履行のための石油
購入代金融資に係る利子補給金
の交付

28

89 備蓄 経産省 石油火力
石油貯蔵施設立
地対策等交付金

石油貯蔵施設の設置を円滑に行う
ため、当該石油貯蔵施設の周辺の
地域における公共用の施設の整備
等に対する交付金の交付。

56

90 備蓄 経産省 石油火力
産油国石油安定
供給基盤強化事
業費補助金

産油国との二国間関係強化及び国
内エネルギーセキュリティ確保の観
点から、国内の民間石油基地の原
油タンクを産油国に提供。

52

91 人材育成 経産省 原子力

原子力人材育成プロ
グラム補助金
（平成19～22年度ま
では「原子力人材育
成プログラム委託費」
として予算計上）

原子力分野に優秀な人材を確保し
ていくため、大学等が行う原子力人
材育成の充実・強化に向けた取組
を支援し、我が国の原子力産業の
将来を支える人材の質的向上に資
することを目的とする。

1.0

12



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

92 人材育成 経産省 原子力
原子力関係人材
育成事業等委託
費

地域のニーズや多様性を踏まえつ
つ、高経年化対応や設備利用率向
上のための現場技術の向上や、シ
ニア人材を活用した世代交代に伴
う現場作業技術の継承対策等、現
場技能者育成の先進的取組に対し
て支援を行う。

0.2

93 人材育成 経産省 原子力
原子力発電導入
基盤整備事業補
助金

原子力発電導入国、拡大国からの
専門家の招聘、我が国専門家の当
該国への派遣等を通じ、原子力発
電導入、拡大に必要な法制度整備
や人材育成等を中心とした基盤整
備支援事業を行う民間事業者等に
対して補助を行う。

2.2

94 人材育成 経産省 原子力
原子力教育推進
事業

教育現場での放射線やエネルギー
に関する取組を支援するため、副
読本を授業で活用してもらうための
普及活動や教員研修会等を実施。

0.7

95 人材育成 経産省 原子力
原子力発電所安
全管理等人材育
成事業

中国、ベトナム等を対象に原子力
発電所の安全に関する研修等を実
施。

1.7

96 人材育成 経産省 原子力
原子力関連産業
人材育成事業

カザフスタン等の中央アジアのウラ
ン資源国の原子力分野の裾野産
業育成の政策担当者等や、原子力
広報事業等に携わる人材育成等を
実施。

0.2

97 人材育成 文科省 原子力
国際原子力人材
育成イニシアティ
ブ

大学、高等専門学校、独立行政法
人、民間企業等を対象とし、産学官
の原子力関係機関が連携すること
により、効果的・効率的・戦略的に
行う機関横断的な人材育成事業を
支援し、将来の原子力分野の担い
手となる優秀な人材を育成する。

3

98 人材育成 文科省 原子力
原子力人材育成
プログラム

大学・大学院、高等専門学校を対
象とし、各学校における特色や強
みのある原子力分野の教育研究
活動を支援し、原子力や放射線に
係る基礎・専門教育を行うととも
に、試験研究炉や放射性同位体を
用いた実験実習を通じて実践的な
技術の習得を行う。併せて、進路
決定前の学生に対して、原子力や
放射線に係る導入教育を行う事業
など原子力人材の裾野を広げる取
り組みを支援する。

1

13



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

99
評価・調

査 経産省 全電源
電力の安定供給
及び環境適合を
図るための調査

電気事業制度の見直しを行う上で
必要となる情報を収集する。

0.2

100
評価・調

査 経産省 全電源
電気施設技術基
準国際化調査

本事業の実施により、電気施設等
の安全性がより確保され、電気の
より安定的な供給に資することを目
指す。

0.1

101
評価・調

査 経産省 原子力
経済協力開発機
構原子力機関拠
出金

権威ある国際機関である経済協力
開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／
ＮＥＡ）において行われる原子力発
電、核燃料サイクルに関する安全
評価や核燃料サイクル、放射性廃
棄物等に関する政策的、技術的検
討に関する議論の内容とその動向
を正確に把握し、検討の方向と同
機関の活動自体を我が国の原子
力行政と整合的なものとすること
で、我が国の原子力発電施設等の
設置及び運転の円滑化を図ること
を目的とする。

0.5

102
評価・調

査 経産省 原子力
発電用原子炉等
利用環境調査委
託費

我が国における原子力利用の持続
的発展を図るため、核燃料サイク
ルを含む発電用原子炉システムに
関する我が国及び諸外国の利用
環境の調査研究等を行う。

1.0

103
評価・調

査 経産省 原子力
原子力関連知識
管理拠出金

原子力発電施設建設の停滞期に、
新たな原子力技術熟練者が増加
せず、原子力技術の継承が断絶の
危機となっているところ、近年の国
際的な原子力回帰の動きを受け、
新たな原子力技術熟練者の確保
が必須であり、原子力技術の継承
が喫緊の課題となっている。そのよ
うな中、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の
加盟国が有する原子力発電及びそ
れに関連する様々な知識を国際的
に蓄積し、これらの知識を効果的
に活用するシステムを構築する等
の措置を講じることを目的とする。

0.5

104
評価・調

査 経産省 原子力
地層処分技術調
査等委託費

地層処分技術のより一層の信頼性
向上や安全評価手法の高度化等
にむけた基盤的な研究開発を実
施。

32.9

14



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

105
評価・調

査 経産省 原子力
管理型処分技術
調査等委託費

余裕深度処分において検討されて
いる「地下空洞型処分施設」を対象
とした総合的な性能確証試験を実
施。

3.1

106
評価・調

査 経産省 原子力
放射性廃棄物共
通技術調査等委
託費

放射性廃棄物の処分に必要な重
要基礎研究や海外の処分事業の
進捗状況の調査等を実施。

4.5

107
評価・調

査 経産省 原子力
軽水炉燃材料詳
細健全性調査事
業費

軽水炉の燃料・原子炉材料等の照
射健全性に関して、安全審査、機
器の健全性評価、高経年化評価に
必要な技術的知見を収集・整備。

16.7

108
評価・調

査 経産省 原子力
原子力発電施設
等緊急時対策技
術等委託費

万一の原子力災害に対応する防
災要員を対象に災害対応能力向
上のための研修を行うとともに、防
災体制に関する調査を実施。

0.5

109
評価・調

査 経産省
原子力
火力

火力・原子力関
係環境審査調査
委託費

発電所からの温排水の水産動植
物への影響についての調査等を実
施し、これらの結果の環境影響評
価の審査への反映。

1.0

110
評価・調

査 経産省
原子力
火力

発電所環境モニ
タリング手法検討
調査委託費

発電所の環境影響評価における海
域モニタリング調査をより高度化す
るとともに、事後調査等に必要な調
査項目･手続等に係るガイドライン
を作成。

0.3

111
評価・調

査 経産省 原子力
燃料等安全高度
化対策委託費

高燃焼度ウラン及びMOX燃料等の
事故時の挙動及び照射成長に関
する技術的知見を収集・整備する
業務を委託。

7.7

112
評価・調

査 経産省 原子力
高経年化技術評
価高度化事業委
託費

高経年化プラントの安全性を長期
に亘り確保するため、有効な経年
劣化予測手法等を構築し高経年化
技術評価を高度化。

12.5

113
評価・調

査 経産省 原子力
中間貯蔵設備長
期健全性等試験

使用済燃料貯蔵施設における課題
について検討・整理を行い、安全規
制を適切に執行するために必要と
なる技術的知見等を取得する。

0.3

15



種別
担当
省庁

電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

114
評価・調

査 経産省 原子力
安全規制及び安
全基準に係る内
外の動向調査

我が国の放射性廃棄物分野の安
全規制制度の構築に必要な諸外
国の安全規制や安全基準の調査
及び当該分野のアジア地域におけ
る協力等を実施。

0.2

115
評価・調

査 経産省 原子力
地層処分の安全
審査に向けた評
価手法等の整備

地層処分の安全審査において必要
な地質・人工バリア・廃棄体を組み
合わせた処分システムの安全評価
にかかる基本的考え方を整理。

3.4

116
評価・調

査 経産省 原子力
地層処分に係る
地質評価手法等
の整備

地層処分の候補地点調査結果に
かかる妥当性評価及び安全審査を
行うために必要になる地質情報等
に関する調査・評価手法を整備。

4.4

117
評価・調

査 経産省 原子力
人件費・管理費
（利用）

独立行政法人原子力安全基盤機
構（ＪＮＥＳ）が行う電源利用対策の
事業に係る人件費及び管理費を支
出。

19.8

118
評価・調

査 経産省 原子力 検査旅費

独立行政法人原子力安全基盤機
構（ＪＮＥＳ）が原子炉等規制法及
び電気事業法に基づき行う、原子
力発電所に係る使用前検査、定期
検査等の検査旅費を支出。

2.5

119
評価・調

査 経産省 原子力
原子力安全・保
安院研修施設の
利用

ＪＮＥＳにおける検査員の検査能力
の向上を目的として、ＪＮＥＳ及び原
子力安全・保安院が保有する模擬
訓練設備等を用いてＪＮＥＳ検査員
等の実習訓練を実施。

0.7

120
評価・調

査 経産省 原子力

原子力安全情報
に係る基盤整
備・分析評価事
業

原子力施設における事故故障に対
する適切な規制基準策定に寄与す
るため、国内外の事故トラブル情
報等の原子力安全情報を収集、分
析・評価を行い、必要に応じ規制へ
の反映など具体的な対応等を検
討。

8.8

121
評価・調

査 経産省 原子力
核燃料サイクル
分野の規制支援
研究事業

核燃料サイクル施設等の安全解析
を適切に行うため、核燃料サイクル
施設や核燃料輸送物に係る許認
可申請等など、原子炉等規制法に
基づく安全審査等に係る安全解
析・評価を行う際の安全解析コード
の改良整備を行うと共に検証解析
等を実施。

3.1
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電源種別 政策経費項目名 対策の概要
予算額
(億円)

備考

122
評価・調

査 経産省 原子力
原子力施設等の
規制基準整備事
業

国際原子力機関IAEAが行う放射
性物質安全輸送規則の定期的な
見直し・改定作業に参画するととも
に、改定された国際輸送規則の国
内規制への取り込み等を実施。

0.6

123
評価・調

査 経産省 原子力

バックエンド分
野（放射性廃棄
物処理・処分）
の規制支援研究
事業

放射性廃棄物処分に係る安全規
制に必要な確認要領や評価手法な
どの技術的根拠等を整備するとと
もに、クロスチェック解析に必要な
環境の整備を実施。

7.0

124
評価・調

査 経産省 原子力
原子力施設等安
全解析事業

事業者が提出した原子力施設等の
許認可申請書及び耐震安全性評
価報告書の妥当性を確認するた
め、事業者が用いた解析コード・手
法と異なる解析コード・手法等を用
いて安全解析を実施。

11.9

125
評価・調

査 経産省 原子力
発電炉設計審査
分野の規制支援
研究事業

原子力施設等の安全審査等を適
切に実施するため、原子力施設等
の許認可申請書審査及び耐震安
全性評価の際に用いられる安全解
析コードについて、個別プラントごと
に対応できるよう改良整備等を実
施。

3.6

126
評価・調

査 経産省 原子力

発電炉運転管理
分野（髙経年化
対策）の規制高
度化研究事業

高経年化技術評価や安全上重要
な機器構成材料の健全性評価の
妥当性確認を実施するのに必要な
技術情報の収集整備を行う。

19.0

127
評価・調

査 経産省 原子力

発電炉運転管理
分野（検査・運
転管理）の規制
高度化研究事業

原子力安全向上に資する検査基
盤の整備充実を図るため、より実
効的・効率的な検査を実現し、原子
力の安全性向上に資することを目
的として安全研究を実施。

7.2

128
評価・調

査 経産省 原子力
原子力防災分野
の規制高度化研
究事業

原子力災害発生時の緊急事態に
対し、防護対策実施の実効性の向
上に関する研究等に必要な費用を
交付。

5.6

129
評価・調

査 経産省 原子力
原子炉施設等の
規制基準整備事
業

発電用原子炉施設の規制基準の
体系的整備を図るため、IAEA安全
基準の策定方針等の動向調査及
び基準策定に係る関連委員会に専
門家を派遣し、国内知見の提供等
を実施。IAEA安全基準から我が国
への反映が望ましい事項を検討。

0.2

17
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(億円)
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130
評価・調

査 経産省 原子力

発電炉設計審査
分野（原子炉シ
ステム安全）の
規制高度化研究
事業

原子力施設等で事故等が発生した
際の影響やその原因究明及びプラ
ント出力増加等の原子炉利用高度
化に関係する安全性等の確認のた
め、解析・評価等を実施するととも
に、最新知見を反映した解析コード
を整備。

11.6

131
評価・調

査 経産省 原子力

発電炉設計審査
分野（耐震安
全）の規制高度
化研究事業

原子力施設等の耐震設計安全審
査及び新耐震設計審査指針に基
づくバックチェックの結果を評価・確
認するため、中越沖地震等の最新
知見を収集・反映し、耐震関連基
準等の整備を実施。

21.0

132
評価・調

査 経産省 原子力
技術基盤分野の
規制高度化研究
事業

原子力安全規制の高度化を図るべ
く、原子力施設の事故の発生確率
などを踏まえた「リスク情報」を活用
するために必要な解析手法や具体
的な活用方策を検討。

2.4

133
評価・調

査 経産省 原子力
核燃料サイクル
分野の規制高度
化研究事業

再処理施設に関する国の高経年
化評価に必要な調査及び試験研
究を行い、再処理事業者の高経年
化対策に係る報告について科学的
合理性に基づいた評価を実施する
ために「評価の手引き」や「技術評
価マニュアル」等の整備を実施。

1.5

134
評価・調

査 経産省 原子力

バックエンド分
野（廃止措置
等）の規制高度
化研究事業

廃止措置に係る安全評価手法の
整備やサイト解放基準の検討、クリ
アランス制度の運用における信頼
性・効率性の向上に資する事項の
調査、検討を実施。

1.3

135
評価・調

査 経産省 原子力
原子力安全基盤
調査研究事業

原子力安全行政の実効性維持に
資するべく、従来の原子力安全技
術分野はもとより、それ以外の横
断的分野での取り組みをとおして、
近い将来に発生が予想される安全
規制上の課題を抽出する。

1.2

136
評価・調

査 経産省 原子力
原子力発電施設
等核物質防護対
策

核物質防護を着実に実施するた
め、原子力発電施設等に対する妨
害破壊行為による施設への影響の
技術的評価等の実施に必要な費
用を交付。

1.0

18
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137
評価・調

査 文科省 原子力
原子力基礎基盤
戦略研究イニシ
アティブ

大学、独立行政法人、民間企業等
を対象とし、原子力基礎科学、量子
放射線科学及び人文・社会科学等
の幅広い原子力分野の基礎的・基
盤的研究を推進し、技術基盤を充
実するとともに、原子力研究の裾
野を拡大する。【競争的資金として
実施】

6

138
評価・調

査 文科省 原子力
国際原子力安全
交流対策委託費

アジア諸国を中心とする諸外国を
対象として、各国の技術者や現場
指導者の我が国への招聘や我が
国の技術者・研究者の派遣を通し
て、各国に対して原子力安全・保障
措置や放射線防護、原子力施設の
安全性、安全解析等に関する研
修、技術訓練を行う、また、これら
諸国の原子力研究開発利用の安
全性向上に関する技術・情報等を
収集し、我が国の原子力研究開発
利用の安全性向上に反映する。

2

139
評価・調

査 文科省 原子力

放射線利用技
術・原子力基盤
技術移転事業等
委託費

Ⅰ. 近隣アジア諸国における原子
力開発利用とその安全性につい
て、近隣アジア諸国との国際協力
の枠組みであるアジア原子力協力
フォーラム(FNCA: Forum for
Nuclear Cooperation in Asia)のも
と、テーマ別、分野別のワーク
ショップ等の国際会議等を開催す
ることで情報収集を行い、得られた
情報に基づき、原子力発電施設等
の立地地域の研究開発機関等に
提供する。
Ⅱ. 原子力発電施設等立地地域の
研究開発機関や民間企業等が中
性子ビームを実際に試行的に利用
する機会（中性子利用技術移転推
進プログラム）を設け、利用希望者
と供給者（ビーム施設側）との間を
結び細かいニーズや利用にあたっ
ての条件等について幅広く相談に
応ずるとともに、革新的な利活用の
可能性を幅広く認識させることによ
り、民間企業等を主体とした先見的
かつ革新的な放射線利用の普及を
図る。

1
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140
評価・調

査 文科省 原子力
核燃料サイクル
関係推進調整等
委託費

ウラン廃棄物などの低レベル放射
性廃棄物の合理的かつ効率的な
評価方法の検討及び実証試験を
踏まえた評価システムの開発、並
びにふげん等原子炉の解体・撤去
によって発生する機器・配管等の
設備を利用して、これらの設備に付
着した放射性物質を除去し、放射
性廃棄物を適切に処理・処分する
ための除染技術の研究開発を行
う。

1

141
広報（全

国） 文科省 原子力
核燃料サイクル
関係推進調整等
委託費

高速増殖炉「もんじゅ」や研究施設
等廃棄物処分に関し、個別地点を
対象とした広報対策を行うほか、全
国の国民各層を対象として様々な
メディアを活用した広報等を行う。
また、原子力やエネルギーに関す
る体験学習の場の提供や展示物
の貸出等を行うことにより、原子
力・放射線等に対する国民の理解
増進を図る。

1

142
評価・調

査 文科省 原子力
環境放射能水準
調査等委託費

①47都道府県における環境放射能
調査の実施、②47都道府県におい
て実施困難な高度かつ専門的な分
析及び分析結果の収集を実施。

8

143
評価・調

査 文科省 原子力
海洋環境放射能
総合評価委託費

原子力発電所等の周辺海域にお
いて海洋生物試料、海底土試料及
び海水試料を採取・分析し、これら
の結果について専門家による検討
を行い、本業務の内容・成果等に
係る調査結果報告等を作成のうえ
関係機関・団体等の説明配布・広
報を行うとともに、若狭湾海底堆積
物の元素分析を行い、流況モデル
等との結合によって湾内の物質挙
動を明らかにし、放射能漏洩事故
時の放射性核種の分布を評価す
る。

5

144
評価・調

査 文科省 原子力
核燃料サイクル
施設等運転管理
方策調査委託費

核燃料サイクル施設等の適切な運
転管理の充実に資するため、核燃
料サイクル施設のうち、核燃料物
質使用施設等における経年変化に
係る安全対策に関する調査・検討
を通じて経年変化対策の評価及び
予防保全策の検討を行うとともに、
その結果を地方自治体等に情報提
供する。

0.1
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145
評価・調

査 文科省 原子力
原子力発電施設
等従事者追跡健
康調査等委託費

原子力発電施設等の放射線業務
従事者等（原子力発電施設等の放
射線業務従事者及び元従事者）を
対象に、被ばく情報を入手するとと
もに、住民票を入手し生死情報を
得る。死亡が確認された調査対象
者については、厚生労働省の人口
動態調査死亡票と突き合わせて死
因を確認する。そのうえで、死因と
被ばく線量との関係を統計学的に
解析する。

3

146
評価・調

査 文科省 原子力
大型再処理施設
等放射能影響調
査交付金

大型再処理施設が設置され、若し
くは設置が予定されている都道府
県に対して、施設から放出される放
射性物質について、生態系におけ
る挙動や周辺環境等に与える影響
に関する詳細かつ継続的な調査を
実施するための経費を交付する。

31

147
評価・調

査 文科省 原子力
解体撤去等委託
費

原子炉等規制法に基づき安全を確
保しつつ、①設備（グローブボック
ス及びセル）の除染解体手順・リス
クの検討、②保有プルトニウム等
の移動先の選定、③プルトニウム
等を含む放射性廃棄物の減容化と
廃棄物の一時保管方法についての
検討を実施した上で、段階的に当
該施設を解体撤去する。

2

148
評価・調

査 文科省 原子力
発電用新型炉等
開発調査委託費

ＩＡＥＡによる疑惑に対する反証手
段を確保・維持するため、ＩＡＥＡの
環境分析能力の強化に対応し、ＩＡ
ＥＡが導入を進めている超高感度
の質量分析技術に対応しうる微量
分析手法（ＭＯＸ粒子中のプルトニ
ウムを対象）の開発調査及び既存
分析手法の適応化試験を実施す
る。

3

149
評価・調

査 文科省 原子力
原子力平和利用
確保確保調査委
託費

米国、カナダ、フランス、ロシア、ベ
トナム、アラブ首長国連邦等22ヶ国
及び1機関（ＥＵ）における原子力政
策や規制・開発動向、最新のトピッ
クスを調査すると共に、アジア諸国
を中心とする原子力発電新規導入
国に関する進捗状況を調査。

0.2
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150
評価・調

査 文科省 原子力

大型混合酸化物
燃料加工施設保
障措置試験研究
委託費

大型MOX燃料加工施設について、
各種保障措置要素技術の総合的
な開発に向けて、①ＭＯＸ原料粉末
貯蔵容器測定機器（ＩＰＣＡ）の性能
確認試験、②燃料集合体測定機器
（ＡＦＡＳ）の性能確認試験、③バル
ク工程内ＭＯＸ粉末・ペレット（サン
プル）測定機器（ＡＶＩＳ）の性能確
認試験を実施する。

1

151
評価・調

査 文科省 原子力
原子力平和利用
調査等事業拠出
金

IAＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥＡにおいて
実施される、核拡散抵抗性及び保
障措置に関する検討、核拡散抵抗
性・安全性等に優れた原子力技術
開発にかかる調査・検討、核不拡
散・原子力平和利用に関する調
査・検討への取り組みについて特
別拠出金を拠出し、その結果を我
が国の原子力平和利用の推進に
資する。

1

152
評価・調

査 経産省 火力
高効率火力発電
設備健全性調査

高温・高圧で高効率な火力発電所
を事故等による計画外の発電停止
をすることなく運転できるようにし、
エネルギー利用の高度化を図る。

0.3

153
評価・調

査 経産省 石炭火力
火力関係環境審
査調査費

本事業は、準備書を審査する中
で、事業者の行う環境影響評価の
うち、国によるクロスチェックが必要
と認められる案件について現地調
査（海域・陸域）を行い、国の審査
に活用する。

0.6

154
評価・調

査 経産省 一般水力
発電設備耐震性
能調査事業費

大規模地震に対する水力発電設
備の耐震性能を検証する方法を確
立するための調査を実施。

0.4

155
評価・調

査 経産省 一般水力
中小水力開発促
進指導事業基礎
調査委託費

国内外の技術情報を収集し、水力
開発の促進に活用。

0.5

156
評価・調

査 経産省
新エネ全

般

新エネルギー等
導入促進基礎調
査委託費

国内の新エネルギー・省エネル
ギー調査、海外の新エネルギー・
省エネルギー調査、中小水力発電
及び地熱発電の開発導入調査等
について基礎的な情報収集や導入
状況実態、海外の事例調査等を民
間団体等に委託するもの。

4
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157
評価・調

査 経産省
太陽光、地
熱、風力、
バイオマス

未利用エネル
ギー活用調査委
託費

未利用エネルギーを活用した発電
方式の実用化を促すためにも、保
安を確保しつつ適切な規制体系や
技術基準の構築に向けた調査を行
う。

0.7

158 評価・調査 国交省 中小水力

小水力発電の促
進に向けた河川
管理の許可等の
あり方検討経費

河川区域内に小水力発電施設を
設置する際の構造上の基準につい
て検討。

0.1

159
評価・調

査 環境省 地熱

平成23年度地熱発電
施設における自然公
園の風致景観上の支
障並びに温泉資源・
地下水に及ぼす影響
の検討事業委託業務

地熱資源開発における最新の傾斜
掘削・垂直掘削の技術の検証や自
然公園の風致景観上の支障の課
題について整理・検証することによ
り、地熱発電施設における温泉資
源・地下水に及ぼす影響並びに自
然公園の風致景観上の支障につ
いて軽減策の検討を行う。

0.4

160
評価・調

査 経産省 太陽光

分散型新エネル
ギー大量導入促
進系統安定対策
事業費補助金

太陽光発電の出力変動等に関す
る実測データを全国において、収
集・分析し、系統安定化策の検討
及びその対策コストの推定を実施。

0.3

161
評価・調

査 経産省 太陽光
太陽光発電新技
術等フィールドテ
スト事業

新技術を活用した太陽光発電シス
テム等を設置し、出力特性等の情
報収集及び分析を行うことで、その
有効性を確認するとともに、ガイド
ラインの策定等により広く情報発信
を行う。

0.8

162
評価・調

査 経産省 風力
洋上風力発電等
技術研究開発

我が国特有の海上特性や気象・海
象条件を把握し、これらの自然条
件に適した洋上風況観測法や風力
発電システムに関する技術開発を
行うとともに、環境影響評価システ
ム手法の確立等を行う。

37

163
評価・調

査 環境省 風力
再生可能エネル
ギー導入促進事
業

自然環境に配慮した再生可能エネ
ルギーの推進を図るために、風力
発電施設における希尐猛禽類に対
する効果的なバードストライク防止
策の検討を行う。

0.2

164
評価・調

査 環境省 バイオマス
廃棄物系バイオ
マス利用推進事
業

バイオマス利用推進基本計画で定
められている（廃棄物系）バイオマ
スの利用率の目標達成に向けた
ロードマップの作成と、市町村に対
して最適なバイオマス利活用シス
テムの提示

0.5

＊発電に関する研究
は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）
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165
発電技術

開発 経産省 原子力

全炉心混合酸化
物燃料原子炉施
設技術開発費補
助金

我が国のプルトニウム利用の柔軟
性を拡げ、プルサーマルを含む核
燃料サイクルの着実な推進を図る
ため、既設軽水炉に比べて約３倍
のプルトニウムを利用することがで
きる、全炉心混合酸化物燃料原子
炉の技術開発を行う。

2.0

166
発電技術

開発 経産省 原子力
革新的実用原子
力技術開発費補
助金

我が国の原子力利用技術の高度
化と国際展開を図るため、核燃料
サイクルを含む原子力発電の経済
性・信頼性等を向上させることが可
能な革新的実用原子力技術開発を
行う。

2.3

167
発電技術

開発 経産省 原子力
戦略的原子力技
術利用高度化推
進費補助金

世界的に供給者が稀尐なコア部材
等の最先端技術の実用化に必要
な大規模確証試験の実施等に要
する費用について2/3補助を行い、
革新的原子力技術の実用化を図
る。

9.0

168
発電技術

開発 経産省 原子力
使用済燃料再処
理事業高度化補
助金

再処理工場で生じる高レベル廃液
のうち、より多くの白金族を含む廃
液でも固化可能なガラスと新型溶
融炉を開発。

22.8

169
発電技術

開発 経産省 コジェネ
環境調和型製鉄
プロセス技術開
発

対象は本プロジェクトの「未利用顕
熱回収技術開発」部分。
製鉄所内低温排熱活用発電技術
を開発。

1

170
発電技術

開発 経産省 石炭火力

鉄鋼材料の革新
的高強度・高機
能化基盤研究開
発

対象は本プロジェクトの「700℃級
超々臨界火力発電用耐熱鋼の開
発」部分。
火力発電用の高耐熱性を有する溶
接部と母材を開発。

1

171
発電技術

開発 経産省
新エネ全

般

新エネルギーベ
ンチャー技術革
新事業

太陽光発電、燃料電池・蓄電池、
バイオマス分野、風力発電その他
未利用エネルギー分野等における
中小・ベンチャー企業が有する、潜
在的技術シーズを発掘し、その開
発及び実用化を支援する。

16

172
発電技術

開発 経産省 石炭火力
石炭利用技術開
発

石炭の利用拡大を目指した、高効
率な褐炭乾燥システムの研究等を
実施。

2.9
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173
発電技術

開発 経産省 石炭火力

クリーンコール技
術開発（燃料電
池対応型石炭ガ
ス化複合発電最
適化調査研究）

ゼロエミッション石炭火力発電シス
テムを、大規模実証レベル（商業化
の一歩手前）で立ち上げるための
基本設計等を実施。

4.8

174
発電技術

開発 経産省 石炭火力
クリーンコール技
術開発（基礎研
究等）

ゼロエミッション石炭火力発電の実
現に向けた基礎的研究部分を実
施。

11.9

175
発電技術

開発 経産省 石炭火力

先進超々臨界圧
火力発電実用化
要素技術開発費
補助金

従来型石炭火力発電に比べ、熱効
率を飛躍的に向上できる先進超々
臨界圧火力発電技術（A-USC）を
開発。

11

176
発電技術

開発 経産省 LNG火力
高効率ガスタービ
ン実用化技術開
発

省エネルギー及びCO2削減に寄与
する電力産業用高効率ガスタービ
ンの実用化技術を開発。

17.2

177
発電技術

開発 経産省 太陽光

次世代送配電系
統最適制御技術
実証事業費補助
金

太陽光発電等の大量導入と系統
安定化の両立のため、ヒートポンプ
など需要家機器の最適制御、配電
系統の電圧制御システム等を検
討。

3.4

178
発電技術

開発 経産省
太陽光
風力

次世代型双方向
通信出力制御実
証事業費補助金

太陽光発電の大量導入に伴う系統
安定化対策の一つである太陽光発
電等の出力制御について、通信手
段によりきめ細かな出力制御が可
能なPCSの開発及び通信制御の実
証等を行う。

8

179
発電技術

開発 経産省 太陽光
太陽光発電出力
予測技術開発実
証事業費補助金

太陽光発電大量導入時に必須とな
る、太陽光発電の出力状況把握や
出力予測のための技術開発・実証
を行う。

1

180
発電技術

開発 経産省 太陽光
太陽光発電シス
テム次世代高性
能技術の開発

太陽光発電の導入規模を２０２０年
に現状の２０倍にするという目標達
成に資する技術開発として、「モ
ジュール高効率化」「コスト低減」の
観点から、各種太陽電池の変換効
率・性能向上、モジュール長寿命
化、評価など基盤技術の開発を行
う。

60
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181
発電技術

開発 経産省 風力
次世代風力発電
技術研究開発

我が国の複雑地形における風力発
電利用上の各種課題を克服するた
めの基礎・応用及び自然環境対応
技術について研究開発を行う。

8

182
発電技術

開発 環境省 太陽光 1.5

183
発電技術

開発 環境省 バイオマス 0.3

184
発電技術

開発 環境省 太陽光 4.4

185
発電技術

開発 環境省 地熱 4

186
発電技術

開発 環境省 風力 4.8

187
発電技術

開発 環境省 中小水力 1.1

188
発電技術

開発 環境省 バイオマス 0.5

189
発電技術

開発 環境省 風力
洋上風力発電実
証事業

浮体式洋上風力発電の２MW級の
実証機１機を外洋域に設置・運転
する実証事業。

5.8

190
発電技術

開発 環境省
コジェネ

バイオマス
など

環境研究総合推
進費補助金
（循環型社会形
成推進科学研究
費補助金）

廃棄物の処理等に係る科学技術に
関する研究及び廃棄物に係る諸問
題の解決に資する循環型社会形
成推進技術の技術開発に対して、
補助する。

22.1

＊発電に関する研究
は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

191
将来発電
技術開発 経産省 太陽光

太陽光発電無線
送受電技術の研
究開発

将来の新エネルギーシステムとし
て期待される宇宙太陽光発電シス
テムの中核技術である無線送受電
技術の確立に向け、安全性等の確
保に不可欠な精密ビーム制御技術
の研究開発や地上実証試験を行
う。

1.5

192
将来発電
技術開発 経産省 太陽光

革新型太陽電池
国際研究拠点整
備事業

2050年以降を視野に入れた高効率
太陽電池（変換効率40％超）の実
用化に向けた基礎・探索研究とし
て、特定の拠点を設け、海外先端
研究機関との研究協力も含めた研
究開発を実施する。

21

地球温暖化対策
技術開発事業(競
争的資金)
【委託事業】

地球温暖化対策
技術開発事業(競
争的資金)
【補助事業】

エネルギー起源二酸化炭素削減対
策技術の開発及び先端的技術の
実証を行う事業に対し、費用の一
部を補助する。

エネルギー起源二酸化炭素削減対
策技術の開発及び先端的技術の
実証を行う事業を支援する。

26
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193
将来発電
技術開発 経産省 原子力

次世代軽水炉等
技術開発費補助
金

2030年前後に見込まれる既設軽水
炉の代替炉建設需要に備え、高い
安全性・経済性等を有し、世界標
準を獲得できる次世代軽水炉を開
発する。

21.0

194
将来発電
技術開発 経産省 原子力

発電用新型炉等
技術開発委託費

高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクルの早
期実用化に向け、実証炉及び関連
サイクル施設の実現等を目指して
「高速増殖炉サイクル実用化研究
開発」を実施する。

73.9

195
将来発電
技術開発 経産省 原子力

高速炉再処理回
収ウラン等除染
技術開発委託費

次世代再処理工場で回収する高線
量ウラン等を軽水炉サイクル施設
で取扱する為の開発及び本技術を
考慮した再処理施設の概念検討。

3.7

196
将来発電
技術開発 経産省 原子力

プルサーマル燃
料再処理確証技
術開発委託費

使用済MOX燃料再処理における技
術的課題を調査・検討し、その許認
可等に必要な技術的知見を収集・
整理。

0.2

197
将来発電
技術開発 文科省 原子力

（独）日本原子力
研究開発機構運
営費交付金に必
要な経費（一般会
計）

原子力基礎基盤研究､安全研究、
量子ビーム応用研究、核不拡散研
究など原子力の基礎基盤研究や
人材育成等の取組を推進する.

592

198
将来発電
技術開発 文科省 原子力

（独）日本原子力
研究開発機構運
営費交付金に必
要な経費（特別会
計）

中長期的なエネルギー安定確保の
ための大型研究開発プロジェクト
（高速増殖炉サイクル技術開発、
核融合研究開発）等の取組を実施
する。

1012

199
将来発電
技術開発 文科省 原子力

（独）日本原子力
研究開発機構施
設整備費補助金
に必要な経費（一
般会計）

（独）日本原子力研究開発機構の
業務の実施に必要な施設の設置
又は改造に要する費用を補助す
る。

61

200
将来発電
技術開発 文科省 原子力

（独）日本原子力
研究開発機構施
設整備費補助金
に必要な経費（特
別会計）

（独）日本原子力研究開発機構の
業務の実施に必要な施設の設置
又は改造に要する費用を補助す
る。

27
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201
将来発電
技術開発 文科省 原子力

原子力システム
研究開発委託費

大学、独立行政法人等を対象とし、
直面する原子力の様々な課題を解
決するとともに、原子力分野におけ
る我が国の国際競争力の向上を図
るため、多様な原子力システムに
関し、基礎的研究から工学的検証
に至る領域における革新的な技術
開発を実施する。【競争的資金とし
て実施】

36

202
将来発電
技術開発 文科省

国際熱核融合実
験炉計画の推進
に必要な経費

核融合エネルギーの科学的・技術
的実現可能性を実証するため、日
欧米露中韓印の7極が協力して進
めている国際熱核融合実験炉
（ITER）計画について、実施主体で
あるITER機構への分担金を拠出す
るとともに、我が国が調達責任を有
する機器の製作やITER機構への
人員派遣等を行う。また、日欧が協
力し、ITER計画を支援するととも
に、世界をリードする先進的核融合
研究開発を行う幅広いアプローチ
（BA）活動を実施する。

74

203
将来発電
技術開発 文科省

核融合関係の研
究開発費(ITER計

画等の推進）

核分裂と原理が異なり、クリーンで
安全かつ資源が豊富に存在すると
いう特徴をもつことから、エネル
ギー問題と環境問題を同時に解決
すると期待される、中長期的な「革
新的技術」としてのグリーン・イノ
ベーションである「核融合エネル
ギー」の実現に向け、国際約束で
あるITER計画をはじめとする核融
合研究開発を着実に推進する。

114

204
将来発電
技術開発 経産省 燃料電池

固体高分子形燃
料電池実用化推
進技術開発

固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）に
ついて、中長期的な性能向上・低コ
スト化に資する基盤技術開発等を
実施。

19.2

家庭用燃料電池の
他に燃料電池自動
車にも裨益する技術
開発であることを鑑
み、１／２に按分。

205
将来発電
技術開発 経産省 燃料電池

固体酸化物形燃
料電池システム
要素技術開発

固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）
について、耐久性・信頼性向上の
ための基礎研究、実用性向上のた
めの技術開発を実施。

3.1

家庭用燃料電池の
他に業務用燃料電
池にも裨益する技術
開発であることを鑑
み、１／２に按分。

206
将来発電
技術開発 文科省

太陽光
バイオマス
燃料電池

戦略的創造研究
推進事業（先端
的低炭素化技術
開発）

温室効果ガスの削減を中長期にわ
たって継続的かつ着実に進めてい
くため、温室効果ガス削減に大きな
可能性を有し、かつ従来技術の延
長線上にない新たな科学的・技術
的知見に基づく革新的技術（ゲー
ムチェンジング・テクノロジー）の研
究開発を競争的環境下で推進し、
グリーン・イノベーションの創出につ
ながる研究開発成果を得る。

42

＊発電に関する研究
は、事業全体の１メ
ニュー（＝左欄の予算
額の内数）

当初予算では
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207 ＣＣＳ 経産省

石油火力
LNG火力
石炭火力
バイオマス

二酸化炭素削減
技術実証試験事
業

火力発電所等のＣＯ2混合気体の
大規模発生源から分離回収したＣ
Ｏ2（年間約10万トン規模）を地中
（地下1000ｍ程度）に貯留する技術
（CCS）の実証を目的に、実証試験
候補地点における地質調査を実施
する。

49

208 ＣＣＳ 経産省

石油火力
LNG火力
石炭火力
バイオマス

二酸化炭素回収
技術高度化事業

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）は地
球温暖化対策の重要なオプション
として国内外に認識されているが、
実用化に当たっては実施に要する
コストの大部分を占めるＣＯ2の分
離回収に係るコストの低減が課
題。本事業では、ＣＯ2の分離回収
コストを大幅に削減するための技
術開発を実施する。

4.8

209 ＣＣＳ 経産省

石油火力
LNG火力
石炭火力
バイオマス

二酸化炭素回
収・貯蔵安全性
評価技術開発事
業

地球温暖化対策としての二酸化炭
素回収・貯留(ＣＣＳ）技術は安全性
を確認しつつ実施することが重要。
2020年頃のCCS実用化を目指し、
国内外で実施される実証・実用化
事業と相互に連携しながら、ＣＣＳ
実施における安全性評価に必要な
基盤技術や手法の開発、社会的信
頼の醸成に重点的に取り組む。

9.1

210 ＣＣＳ 経産省 石炭火力

クリーンコール技
術開発（革新的
CO2回収型石炭
ガス化技術開発）

石炭ガス化複合発電(IGCC)から排
出されるガスからのCO2の分離・回
収に係る、パイロットプラント規模で
の実証実験を実施。

18.9

29


